
A B C D E 計
１ 市民とともに進める行財政改革の推進 2 1 4 0 0 7

3 9 4 0 0 16
３ 健全で効率的な行財政経営の推進 9 3 2 0 0 14

14 13 10 0 0 37
※評価凡例　A：計画より進んでいる　B：概ね計画どおり　C：計画より少し遅れている　D：計画より遅れている　E：その他

【評価ごとの実施項目】

A

B

C

番号 評価 掲載ﾍﾟｰｼﾞ

1 B 5ページ

3 A 7ページ

5 C 9ページ

7 A 11ページ

基本方針

主な取組内容・現状

　マイナンバーカードの普及促進のため、市民課窓口での
申請サポート、地区コミュニティーセンターでの出張申請
サポート、勤務先や地域の団体、福祉施設等での団体申請
受付を実施した。窓口サービス満足度は前年度比で5.6％
増の67.9％と上昇し、直近５年間で最高値であった。

　東日本旅客鉄道株式会社水戸支社と新たに包括連携協定
を締結した。多くの企業・ＮＰＯ法人・大学等と市間で連
携・協働し、専門的な知識、人材、資源等を活用すること
により、連携事業の深化を図るとともに、行政サービスの
質の向上につなげた。

行政と企業・ＮＰＯ法人・大学
等との連携

第４次 那珂市行財政改革大綱 実施計画 進捗状況（概要版）

令和５年度（令和６年３月末）

　市では平成３１年３月に策定した「第４次那珂市行財政改革大綱」及び「第４次那珂市行財政改革大綱
実施計画」に基づき、令和元年度から令和５年度（２０１９年度から２０２３年度）までを計画期間とす
る行財政改革に取り組んでいます。
　このたび、令和５年度（令和６年３月末）の進捗状況がまとまりましたのでお知らせします。

　第４次那珂市行財政改革大綱実施計画に掲げる実施項目について、令和５年度（令和６年３月末）の基
本方針ごとの状況は以下のとおりとなりました。

全体の進捗状況

合 計

基本方針

 １ 市民とともに進める行財政改革の推進

③行政と企業・NPO法人・大学等との連携、⑦市政情報等の公開、⑱公共交通体系の確立、⑳広域連携の
推進、㉒システムの共同化・クラウド化、㉕介護保険特別会計の適正な運営、㉘広告料の確保、㉙地場産
品等の活用によるふるさとづくり寄付の確保、㉚未利用財産の処分と活用、㉛各種料金の収納率の向上、
㉜借地の見直し、㉞持続可能な下水道事業の取組、㉟公債費の抑制の取組、㊱補助金の整理合理化及び用
途の適正化

①窓口サービスの見直し、⑧組織機構の見直し、⑨浄水場の統廃合、⑩学校給食センターの管理運営方法
の検討、⑪消防署の統合の検討、⑫事務改善に係る職員提案制度の活用、⑬事務処理マニュアルの作成活
用、⑮人事評価制度の活用、㉑番号制度の活用・推進、㉓AI・RPA導入の検討、㉔国民健康保険事業の適
正な運営、㉗定員管理の適正化、㉝各種使用料の見直し

②指定管理者制度の活用、④地域活動に対する市職員の意識向上と参加の推進、⑤協働のまちづくりの推
進、⑥市民活動団体等の活性化・自立化、⑭職員研修・人事交流の充実、⑯ワーク・ライフ・バランスの
推進、⑰シティプロモーションの推進、⑲遊休農地の解消、㉖市民の健康の保持増進、㊲行政評価システ
ムによる適切な行政経営

２ 市民ニーズに対応した行政経営体制の確立

　「那珂市協働のまちづくり指針(平成２１年度策定)」及び「那珂市協働のまちづくり推進基本条例(平
成２２年度策定）」に基づき、より一層協働のまちづくりを推進します。また、市民の視点で行財政改革
を推進するため、事務事業の公平性や透明性の確保と積極的な情報の提供により市民の理解と協力を深め
ていきます。さらに、民間委託などによって提供することが適切と判断されるサービスは民間活力を有効
に活用することを進めていきます。

主な実施項目

窓口サービスの見直し

　自治会活動の魅力を発信するための動画を作成した。自
治会未加入世帯に対して自治会加入促進チラシを送付する
とともに、イベント内で自治会加入のきっかけとなるよう
PRを実施した。まちづくり活動の担い手を育成するため
の取組として実施していたまちづくりリーダー養成講座
は、実施方法等の内容を切り替え、「人材育成カリキュラ
ム」として開催した。

市政情報等の公開

　広報なかの字体について、形がより認識しやすいユニ
バーサルデザインに対応した「ＵＤフォント」に変更し、
読みやすさの向上を目指した。ＬＩＮＥの登録者数は前年
度比で813人増の8,056人となった。Ｉｎｓｔａｇｒａ
ｍの登録者数は、新たに設立した市民による市の魅力発信
部門「いぃ那珂宣伝部」の発信を行うことで、前年度比で
544人増の2,154人となった。

協働のまちづくりの推進
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番号 評価 掲載ﾍﾟｰｼﾞ

8 B 12ページ

12 B 16ページ

15 B 19ページ

16 C 20ページ

20 A 24ページ

23 B 27ページ

番号 評価 掲載ﾍﾟｰｼﾞ

25 A 29ページ

28 A 32ページ

30 A 34ページ

34 A 38ページ

36 A 40ページ

37 C 41ページ

※評価については昨年度より向上している場合は青色で、低下している場合は黄色で表示しています。

基本方針  ３ 健全で効率的な行財政経営の推進

主な実施項目

AI・RPA導入の検討

　AI-OCRの試験導入やChatGPTの試験運用を行った。
収納課・都市計画課で新たにＲＰＡを本格導入すること
で、対象事業は9事業に拡大し、定型業務等が自動化さ
れ、業務の効率化及び正確性の向上を図った。

　限られた財源の中で効果的で効率的に行政経営を行うため、 職員の定員管理の適正化に努めるととも
に、行政評価システムを活用することにより取り組むべき施策や事業の改革改善を行い、行政のスリム化
に努めます。また、市税収入などの自主財源の確保に努め、健全で持続可能な財政運営を推進します。

主な取組内容・現状

介護保険特別会計の適正な運営

事務改善に係る職員提案制度の
活用

　実績提案の件数が減少傾向にあることから、提案にテー
マを設定し、提案がしやすいように改善した。

　新たな行政需要や多様化・高度化した市民ニーズに的確に対応するため、職員の能力開発を図り、政策
形成能力や創造性を備えた経営感覚の豊かな職員の育成に努めます。また、時代の変化に対応できる簡素
で効率的な行政経営をより一層推進するとともに、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用についても推進しま
す。

基本方針

組織機構の見直し
　必要に応じた組織の見直しを行い、行政サービスの向上
に繋げている。行政サービス満足度は前年度比で4.6％増
の77.4％と上昇し、直近５年間で最高値であった。

主な実施項目 主な取組内容・現状

 ２ 市民ニーズに対応した行政経営体制の確立

行政評価システムによる適切な
行政経営

　市が実施している行政評価（施策評価）のうち、２施策
を行政活動外部評価の対象として選定し、行財政改革懇談
会で実施した。

未利用財産の処分と活用
　市有地１筆を売却した。単年度では実績値（売却額）が
目標値に達しなかったが、直近５年間の実績値（売却額）
は目標値を上回った。

補助金の整理合理化及び用途の
適正化

　市補助金等審議会において、交付する補助金について公
正かつ効果的な使用、使途の適正化などの観点から審査
し、公平性、透明性の向上を図った。３年に１度研修事業
を実施する団体からの補助金の上乗せ要望がなくなったこ
となどにより、補助実績額が減少した。

持続可能な下水道事業の取組

　新たに公共下水道事業整備方針を策定し、事業計画区域
を拡大した。下水道（公共下水道・農業集落排水・合併処
理浄化槽）汚水処理人口普及率の向上に努め、前年度比で
0.5％上昇し、89.1％に達した。

  令和４年度の人事評価結果について４月の昇給、６月の
勤勉手当への処遇反映を行った。

　地域密着型サービス事業所等へ実地指導を行うととも
に、利用者の自立支援に資する適切なケアプランとなって
いるかを第三者の視点から点検し、介護給付費の適正化を
推進した。

　広報なか、市ホームページバナー、動画モニター放映
料、広告付案内板やネーミングライツ料の広告収入によ
り、財源確保を図った。

ワーク・ライフ・バランスの推
進

  ここ数年増加している時間外勤務時間及び高ストレスと
判定された人数は前年比で減少した。ワークライフバラン
スの確保向上のため、孫に関する特別休暇の導入について
検討を進めた。

広域連携の推進

　「いばらき県央地域連携中枢都市圏の形成に関する連携
協約」に基づき、地域経済の活性化や都市機能の向上、生
活環境の充実など、関係市町村との連携の下、各政策分野
において30の連携事業を行った。

人事評価制度の活用

広告料の確保
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単位：千円

番号 効果額 歳出 歳入 掲載ﾍﾟｰｼﾞ

28 4,093 4,093 32ページ

29 41,156 41,156 33ページ

30 5,840 5,840 34ページ

51,089 0 51,089

　この比率が高い場合は、財政規模に比べ将来負担額が大きいということであり、財政運営上の問題が生
じる可能性が高くなります。逆に比率が低い場合は、将来に過大な負担を残さない財政運営をしていると
いえます。（該当数値として表せない場合は0.0％と記載してあります。）

　地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体の財政規模に
対する割合で表したものです。

　地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対す
る割合で表したものです。

進捗による効果額

　令和５年度は行財政改革の取組により歳入を5,108万9千円増やすことができ、合計5,108万9千円の
効果額を生み出すことができました。（令和４年度は6,597万8千円の効果額。歳入は年度単位の実際の
収入額。）

実施項目
広告料の確保
地場産品等の活用によるふるさとづくり寄付の確保
未利用財産の処分と活用

合 計

将来負担比率指標の推移

実質公債費比率指標の推移
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※グラフ中の数値は

那珂市の値です。

※県内市町村平均は

茨城県のホームペー

ジで公表されている

年度分までの表示で

す。

※グラフ中の数値は

那珂市の値です。

※県内市町村平均は

茨城県のホームペー

ジで公表されている

年度分までの表示で

す。
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